





























































































　　Max　　　　u (c 1 i ) − v (ℓ1 i ) ＋δ[ u (c 2 i ) −γ(c 1 i ) −v (ℓ2 i −γℓ1 i )] 
　c 1 i ,ℓ1 i  ; c 2 i ,ℓ2 i
　　subject to





　　　＋δ[ u (c 2 i −γc 1 i ) − v (ℓ2 i −γℓ1 i )] 

















































































































になる。すなわち、消費者１については〈c 1 1 , y 1 1 , c 2 1 , y 2 1〉、消費者２について




























　　　(1−φ) [y 1 1−c 1 1 ] ＋φ[y 1 2−c1 2 ] ≧ 0  （２−２）








































































































































w 1 2 )  1
 
   



































































































































































w 1 2 )  1
 
   






































































































































































































































































































































w 1 1 )  1
 
   




















w 1 1 )  1
 
   





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































を最大にするように、消費者 i (i ＝1, 2) の２期の消費と所得を選択する。す
なわち、限界所得税率を決定する。（３−13）式は２期の社会厚生関数であり、
（３−12）式は政府の２期の予算制約である。（３−12）式と（３−13）式を解
くことにより、c21  (φ, γ, c 11 , w2 1 , c 12 , w2 2 , y 11 , y 12 ), y 21  (φ, γ, c 11 , w2 1 , c 12 , w2 2 , y 11 , y 12 ), 
c 22  (φ, γ, c11 , w2 1 , c 12 , w2 2 , y 11 , y 12 ), y 22  (φ, γ, c 11 , w2 1 , c 12 , w2 2 , y 11 , y 12 ) が明らかにな
る。これを、（３−13）式に代入することによって、W2 (φ, γ, c11 , w2 1 , c 12 , w2 2 , 













　　　　　　　　　　　　＋δW 2 (φ, γ, c 1 1 , w2 1 , c 1 2 , w2 2 , y 1 1 , y 1 2 )  （３−14）
　subject to







































　　　＋δW 2 (φ, γ, c 1 1 , w2 1 , c 1 2 , w2 2 , y 1 1 , y 1 2 )
　　　＋λ1 {(1−φ) [ y 1 1−c 1 1 ] ＋φ[y 1 2−c 2 2 ]}





































































































w 1 1 )  1
 
   











































































































































































































































































































































































































































































∂c 1 2 ]＝0  （３−31）
　となる。







　　　   0　　　　   0　　　　   0
　　　　　0　　　　    u''　　　　 0　　　　   0



















































































































































































































































































































































































































































































































































∂c 1 1 ]  （３−44）
である。
　（３−44）式の右辺の符号の正、負を確認する。第１項は、定義により正で
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